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ナフサ高騰の価格転嫁はどこまで進んだのか 
～ナフサの価格上昇に伴うコストの波及シミュレーションと企業物価指数の比較～ 

 経済調査部 主席エコノミスト  阿原 健一郎 

（℡：050-5470-4868） 

 

（要旨） 

○ 地政学リスクに伴うナフサ価格の急騰（4 月の２月対比＋71.3％）を受け、産業連関表を用い

て川下 30 部門へのコスト波及（理論値）を試算し、実際の企業物価指数（実績値）と比較分

析を行った。 

○ 最上流の「石油化学基礎製品」等では、円安やエネルギー高も重なり、理論値を上回る価格

転嫁が進む一方、「熱可塑性樹脂」や「合成ゴム」等の川中素材では、実績値が理論値を下

回るなど、価格転嫁の進捗にバラつきが見られる。 

○ このギャップの背景には、最上流の部門では、製品価格にナフサの価格を機械的に転嫁する

「フォーミュラ方式」が採られるのに対し、川中の部門では、ナフサの価格をもとにした数

式で価格改定を行う「ナフサリンク」に加え、「個別交渉」が主軸であるという価格決定メ

カニズムの違いがあると考えられる。価格改定の交渉次第では、川中の製品でも価格転嫁が

進む可能性がある。 

 

1. 日常生活に広がる「ナフサショック」 

 ナフサの価格上昇の影響が日常生活に広がっている。イラン情勢の悪化が長期化するもとで原

油価格の高止まりが続いているが、価格上昇は原油から精製される石油化学製品にも及んでい

る。中でもプラスチックや化学繊維、塗料等の基礎原料であるナフサの価格上昇は、身の回りの

商品の容器・包装の変更や値上げとして目に見える形で現れ、報道等で日々取り上げられてい

る。そこで本稿では、ナフサの価格が上昇することで、理論上、どの財にどの程度の価格上昇圧

力がかかるのか、そして実際の価格転嫁はどの程度進んでいるのか確認する。 

まずは、ナフサを巡る現状を確認しておきたい。図表１でナフサの価格推移を見ると、25 年は

１トンあたり 600 ドル前後で推移していたが、イラン情勢の緊迫化を機に価格が急騰している。

イラン情勢悪化前の２月対比で４月は＋71.3％、５月は＋63.3％と、足もとでは一時より低下して

いるものの高止まりが続いている。 

図表２は国内のナフサの調達状況である。日本で消費しているナフサのうち、約６割は輸入、
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残りの４割は国内生産で調達している。ただ、国内生産の４割についても精製元の原油を輸入し

ているため、ナフサ全体の海外依存度は極めて高い。足もとの状況を見ると、中東情勢の悪化以

降、輸入も国内生産も減少傾向にある。４月は輸入が前年比▲45.1％、国内生産が同▲22.8％と減

少した。輸入については多くを中東から調達していたこと、国内生産については中東産原油から

代替輸入の原油への切り替えや、生産設備の定期修理が重なったことが減少に影響した。 

 

図表１ ナフサの価格推移                     図表２ ナフサの調達状況 

（注）直近は 5/28。シンガポール取引所の期近先物価格。   （注）直近は 26/４月。国内生産、月末在庫の４月は速報値。 

（出所）Macrobond、財務省『貿易統計』、経済産業省『石油統計速報』より第一ライフ資産運用経済研究所作成 

 

なお、先行きの供給について政府は、中東以外からの調達拡大や川中の製品調達・在庫の活用

で、ナフサ由来の石油製品は「年を越えて供給を継続できる」と説明している。５月以降は生産

設備の稼働率も上がり、国内生産も徐々に戻ることが見込まれ、総量として大きく不足する事態

にはならない想定だ。ただ、ナフサの用途は多岐にわたるため、特定の製品での供給の偏りや目

詰まり等、国内のサプライチェーン上での「局所的な不足」は引き続き生じる可能性がある。ま

た、中東産ナフサの供給が減少するもとで各国が代替調達を進めているため、ナフサの調達価格

は上昇しており、イラン情勢の悪化前の価格水準まで即座に戻ることはないかもしれない。そこ

で、ここでは先行きのナフサの供給動向について論じるのではなく、現在のナフサ高が長期化し

た場合、サプライチェーンを通じてどの財にどの程度の価格上昇圧力が生じるのかについて確認

していきたい。 
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２．ナフサ高騰の価格転嫁はどこまで進んだのか 

図表３は、総務省「令和２年（2020 年）産業連関表」を用いて、ナフサの価格上昇が川下にど

のように波及するかをシミュレーションし、影響を大きく受ける 30 部門（製品）を順に並べたも

のである（各部門の具体的な製品イメージや用途については図表４を参照）。今回の試算では、前

提となるナフサの価格上昇率を、前述の２月（イラン情勢悪化前）から４月の上昇率＋71.3％と

している。これは、実際の価格上昇がどの程度進んでいるのか確認するため、直近で得られる４

月の企業物価指数と条件を揃えて比較するためである（注１）。 

図表３の積み上げ棒グラフは、ナフサの価格が＋71.3%上昇した際に、仮にそのすべてを川下

に価格転嫁した場合に、各部門でどれだけ価格（コスト）が上昇するかを試算したものである。

「直接効果」は、製造過程でナフサそのものを原料として使用するためナフサの価格上昇が直接

コスト増加につながる部分、「間接効果」は、製造過程でナフサ自体は使用しないものの、ナフサ

の価格上昇の影響を受けた他の製品を使用するため、間接的にコスト増加が波及している部分を

示している。マーカーは４月の企業物価指数の２月対比であり、実際に価格転嫁がどの程度進ん

だかの実績値とみなせる（注２）。 

まず、試算結果を見ると、ナフサが製造過程で使用される製品は「石油化学基礎製品」、「石油

化学系芳香族製品」、「化学肥料」、「脂肪族中間物」と限られており、他の製品にはこれらの価格

上昇が波及することでコスト増加につながっていくことがわかる。特に、直接効果の大きい石油

化学基礎製品はプラスチックや化学繊維の基礎原料、石油化学系芳香族製品は発泡スチロール、

ポリエステル、ウレタン等の基礎原料であり、これらの価格上昇が幅広い製品へ波及していく。 

 続いて、試算結果と実際の企業物価指数を比較してみると、４月時点では、川下の最終財（「二

輪自動車」や「乗用車」など）そのものにはまだ価格転嫁は進んでおらず、主に価格が上昇して

いるのは川上・川中の原料や素材の中間財であることがわかる。ただ、「プラスチック製品」な

ど、なかには理論値とほぼ同程度に価格が上昇しているものもあり、今後は日用品の素材や食品

の容器等のコスト増加として、最終財の価格に転嫁されていく可能性がある。 
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図表３ ナフサの価格上昇が川下へ与える波及効果と企業物価指数の比較 

（注）ナフサの価格を＋71.3％上昇させた際の川下への波及効果。可塑剤の上昇率は企業物価指数にないため記載していない。 

（出所）総務省『令和２年（2020年）産業連関表』より第一ライフ資産運用経済研究所作成 

 

図表４ ナフサ価格上昇の影響が大きい部門

 

部門名（図表3の表記） 具体的な財・製品のイメージ 主な用途例・備考

石油化学基礎製品 エチレン、プロピレン あらゆるプラスチックや化学繊維の最も基礎となる原料（ナフサから直接作られる）

石油化学系芳香族製品 ベンゼン、キシレン、トルエン 発泡スチロール、ポリエステル、ウレタン等の基礎原料

熱可塑性樹脂 ポリエチレン、ポリプロピレン、塩化ビニル樹脂 食品用ラップ、スーパーのレジ袋、タッパー、塩ビパイプ

脂肪族中間物 エチレングリコール、塩化ビニルモノマー 洗剤の原料、自動車の不凍液、ペットボトルの原料

環式中間物・合成染料・有機顔料 スチレンモノマー、フェノール、合成染料 衣類やインキ用の染料・顔料、樹脂を作るための中間原料

合成ゴム 合成ゴム 自動車用タイヤの主原料、防振ゴム、工業用ホース

熱硬化性樹脂 フェノール樹脂、エポキシ樹脂 プリント配線基板、強力接着剤、フライパンの取っ手（熱に強い樹脂）

塗料 自動車用塗料、建築用ペンキ、シンナー 車のボディ塗装、建物の外壁塗装、溶剤

メタン誘導品 メタノール（メチルアルコール） 接着剤や農薬の原料、各種溶剤

高機能性樹脂 ポリカーボネート、ポリアミド樹脂 スマホや家電のボディ、車のヘッドライトカバー（強度の高い樹脂）

その他の合成樹脂 アクリル樹脂、フッ素樹脂 透明なアクリル板、フライパンのフッ素コーティング

その他の有機化学工業製品 合成酸味料、有機ゴム薬品 食品添加物（酸味料など）、ゴムを加工するための添加剤

印刷インキ 印刷インキ 雑誌、ポスター、食品パッケージなどの印刷用インキ

化学肥料 窒素肥料、リン酸肥料 農業向けの化学肥料（ナフサ由来のアンモニア等を使用）

化学繊維 ポリエステル繊維、ナイロン、アクリル フリースなどの衣料品、カーペット、シートベルト

無機顔料 酸化チタン 白い塗料やインキの着色料、化粧品（ファンデーション等）

その他の化学最終製品 香料、漂白剤、自動車用触媒 柔軟剤の香料、洗剤用の漂白剤、排ガス浄化触媒

プラスチック製品 コンビニ弁当の容器、ペットボトル、プラ製バケツ 日常生活で使われるプラスチック製の日用品・容器・部品全般

麦類 小麦、大麦 パンや麺類の原料（※肥料代や農業用ビニール等のコスト増が波及）

ゼラチン・接着剤 瞬間接着剤、木工用ボンド 工業用および家庭用の接着剤

可塑剤 フタル酸エステル等の可塑剤 硬いプラスチック（塩ビ等）を柔らかく加工するための添加剤

記録メディア SDカード、記録用DVD・ブルーレイ データ保存用のメディア（樹脂等を多用）

タイヤ・チューブ 自動車用タイヤ、特殊車両用タイヤ 乗用車、トラック、自転車などのタイヤ

二輪自動車 オートバイ、スクーター バイク全般（樹脂パーツやタイヤのコスト増が波及）

光ファイバケーブル 光ファイバケーブル インターネット通信網に使われるケーブル（被覆材に樹脂を使用）

紙製衛生材料・用品 紙おむつ、ティッシュペーパー、生理用品 高吸水性樹脂（ポリマー）を大量に使用する日用品

乗用車 一般的なガソリン車、ハイブリットカー －

塗工紙・建設用加工紙 カレンダー等の光沢紙、壁紙 表面に樹脂などの塗料がコーティングされた紙製品

トラック・バス・その他の自動車 貨物トラック、路線バス －
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（出所）第一ライフ資産運用経済研究所作成 
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 また、製品のなかには、理論値を超えて大きく価格が上昇しているものもあれば、４月時点で

は価格上昇がみられないものもあり、価格転嫁の進み具合は製品によってバラつきがある。理論

値を超えて価格が上昇している主な理由は、理論値はナフサの価格上昇だけを想定しているのに

対し、企業物価指数は、ナフサ以外の中間財の価格上昇に加え、生産設備を稼働させるための電

気・ガス料金や物流費の上昇など、すべてのコスト増加を含めた実績値だからである。例えば、

価格上昇率が理論値を大きく上振れている「メタン誘導品」は、ナフサではなく天然ガス等を主

原料とする。今回の試算（ナフサ単体のショック）では理論値が低く算出される一方、現実には

天然ガス価格の上昇が直接影響したため、実績値が突出して上振れる結果となった。「記録メディ

ア」はデータセンターなどのAIのインフラ投資の増加に伴い、フラッシュメモリの需要が増加し

たディマンドプルの価格上昇だと考えられる。 

さらに、理論値との乖離には、ナフサ価格の上昇そのものだけでなく、供給減少に伴う不足感

の強まりが影響している可能性もある。調達環境が不安定化する局面では、企業が将来の追加的

なコスト増や数量確保リスクを織り込んで価格設定を行うため、特に需給が逼迫しやすい品目で

は、理論値を上回る価格上昇が生じやすいと考えられる。 

価格転嫁の進み具合のバラつきについては、さまざまな要因が考えられるが、主なものとして

は、製品ごとの価格決定メカニズムの違いが考えられる。サプライチェーンの最上流に位置する

「石油化学基礎製品」や「石油化学系芳香族製品」では、あらかじめ契約で、ナフサ価格に連動

して製品価格を変動させるフォーミュラ方式が取られている。国産ナフサ基準価格が確定するま

で多少のラグはあるものの、基本的に個別交渉を挟まないため、ナフサの価格上昇はほぼ機械的

に製品価格に転嫁される。それに対し、「熱可塑性樹脂」、「合成ゴム」、「塗料」、「印刷インキ」な

どは、四半期ごとに、ナフサ価格に連動する数式をもとに価格を改定する方法（ナフサリンク）

だけでなく、売り手と買い手が四半期ごとに交渉して価格を改定する方法もある。そのため、「石

油化学基礎製品」や「石油化学系芳香族製品」と異なり、交渉力によっては価格転嫁の幅が上下

する場合や、価格転嫁のタイミングが遅行する場合も考えられる。４月時点の企業物価指数では

価格上昇がみられなくても、足もとの価格改定の交渉次第では価格転嫁が加速する可能性があ

り、今後の動向には注意する必要がある。 
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【注釈】 

注１） シミュレーションは、「令和２年（2020 年）産業連関表」の基本分類（行 445 部門×列 391 部

門）を用い、レオンチェフ型価格分析モデルで川下への波及効果を試算した。波及効果の計算

に際しては、初期ショックであるナフサ価格は輸入・国産ともに同率で上昇すると仮定してい

るが、２次波及以降は、投入表から輸入分を差し引いた「非競争輸入型」の係数行列を用いて

いる。これは、国内の中間財（例：プラスチック等）のコスト上昇が波及するのは国内から調

達した場合のみであり、海外からの輸入品までが日本の国内事情で値上がりするわけではない

と考えられるためである。 

注２） 当然ながら、図表３に記載の企業物価指数の上昇率は各部門の平均値であり、各企業が直面す

る価格上昇圧力は取り扱う財、置かれている状況によって幅がある点には留意されたい。 


